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Abstract                                                        

Risks significantly related to our lives, in some cases cross-generational 

impact on Chemicals, Food, Water, Pharmaceuticals, Medical facilities, 

Radial rays, Environment, as well as Information and Technology risks as 

new social and world-wide problems of today and think about the risks to 

close the various lives of service risks in Chapter 1.            

Furthermore, information risks, technological risks and risks related to 

services shall be, try to capture as another quotation as Chapter 2.     

However the ones on product safety, responsible and as a producer and 

supplier risk excluding from the scope of this study.                

Especially how to face the risks, how to understand the risks from the 

importance of risk communication and the way we should be, avoided or 

receptive to exploring. In several risks in our livings, chemicals, food, water 

quality, pharmaceuticals, infectious diseases, medical, radiation , 

electromagnetic and radial rays, environment, information ,technology and 

service will take up and consider as the areas that affect lives.       

In particular environmental areas, air and water (drainage) and soil 

(including micro-organisms), air temperature, water temperature, humidity, 

sunshine, pressure and water pressure, soil for a wide range of pressure, 

thermal and light, noise and vibration, wind, ocean currents, waste 
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materials (including  industrial waste ), etc. air, water and on soil, waste, 

get in touch. As the risk of chemical analysis for chemicals are heavily 

involved in particularly environmental destruction or polluting.         

Also if you spread radiation (radial rays) has mass, and soil contamination 

in the area; (See Chernobyl or Fukushima)                              

In recent years the risk of information (information and communication 

systems and services < also called application ( “appli”) contains the content, 

and youth on the impact can be affected; to attributed to the subject) become 

a serious problems being given the big threat to our lives, and how they 

think big social risks in.                                             

Even with huge technological risks (consisting of various big technologies) 

technological advancements and embody this equipment and structures  

used computer software more which caused huge accident risks affected our 

lives.                                                             

Finally services risks integrated with the above information risk in recent 

years, especially in financial services, infrastructural services such as 

aviation, railway, and event reservation systems, are another big problems. 

To these problems are examine slightly in Chapter 2. 

要旨：                                      

我々の生活に大きく関係し、場合により世代を超えて影響を及ぼす化学物質、食品、水質、

医薬品、医療、放射線、環境、ならびに今日の新たなる社会的・国際的問題としての情報

リスクや技術リスクやサービスリスク等の各種生活に密接するリスクについて第一編で

考察してみる。なお、情報リスク、技術リスク及びサービスに関するリスクにつては第二

編として、別の括りとして捉えてみる。ただし製品の安全については、生産者・製造者と

してのリスク・責任として本考察の範囲から除くものとする。             

特にリスクとどのように向き合うか、リスクコミュニケーションの重要性と「あるべき姿」

からリスクをどのように把握し、回避または受容するかを探ってみる。ここでは生活に関

係する分野として、化学物質、食品、上水道の水質、医薬品、感染症・医療、放射線・電

磁波、環境、情報やサービスを取り上げてみる。     特に環境分野は、大気や水質

(排水)、土壌（微生物も含め）、気温・水温・湿度・日照、気圧・水圧、土圧、温熱・光、

騒音・振動、気流、海流、廃棄物（産業廃棄物を含む）等幅広いため大気・水質・土壌、

廃棄物に絞って触れてみる。                            

特に環境を破壊も若しくは汚染するものには化学物質が大きく関係しているため化学物

質のリスクとして分析してみる。また放射線は大量に拡散すれば、広域での土壌汚染とも

なる。（チェルノブイリや福島をみる）                       
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近年問題となってきているのが情報リスク（情報通信システムやサービス＜アプリと言わ

れるもの、また青少年に影響を当てえるコンテンツを含む＞に起因するものを主体とする）

をどのように捉えるかも大きな社会リスクの把握となり、我々の生活に大きな脅威を与え

つつある。更に巨大技術リスクでは技術の進歩とこれを具現化した設備・構築物等より引

き起こされる巨大事故に関するリスクであり、最後に近年は上記の情報リスクと一体化し

た各種のサービス特に金融サービス、鉄道・航空・イベント等の予約・発見・利用のサー

ビス・リスクがある。これらの問題にも第二編として若干考察してみる。 

キーワード：生活リスク、化学物質リスク、食品リスク、医薬品・医療リスク、環境リス

ク、情報リスク、技術・システムリスク、サービスリスク、リスクコミュニ

ケーション 

Key Word：Life risk , chemical risk, food risk, pharmaceuticals and medical risk, 

environmental risk, information risk, technology and system risk, service 

risk, risk communication 
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１．はじめに                                  

ビジネスの世界、政治・経済・社会（国際、国内）、そして自然現象により引き起こさ

れる各種のリスクとそれへの対応や回復力（レジリエンス）について、今まで述べて

きたが、今回は我々一人ひとりの個人や家族、市民、集団、種族にとっても影響が広

がる問題としての生活におけるリスクを取り上げてみる。        特にリス

クをどのように感知し、受容するか、各個人の状況によりその捉えた方が異なるとい

う大きな問題が存在し、これへの対応も共通化、統一化できないものもある。以下 8

項目のリスクを列記してみる。 

①化学物質のリスクでリスク等がある程度数値により把握できるもので、リスクとベ

ネフィットの関係で受容すべき基準値がある程度設定できるものを取り上げるそのの

ち、②食品のリスク（生活での蓄積から特にがんリスクと死亡リスクで、その他の疾

病につながり最終的に死にたる影響もの）、そして単体でのリスクや評価ではなく複数

のリスクのあいだのリスクトレードオフ*1 の問題からも検討していく。 ③生活の基

礎にはやはり水道水の問題と④医薬品及び医療に関わるリスクで、特にいわゆる薬害

リスクについてはリスクとベネフィットの比較は大きな課題として今後も取り上げら

れる。医療の世界では、医薬品による薬害、医療機器の不具合、医療行為の過誤の問

題、そして大きな鏡愛としての環境リスクが挙げられる。また⑤土壌汚染（特に化学

物質によるもの）（自然界からの放射線量、微生物・細菌もある）の問題がある（国に

より、地域や集落により均一ではないのが状況であるが）⑥環境問題からのリスクが

挙げられる。ここでは大気汚染、水（排水）処理、土壌のみならず廃棄物問題が大き

な課題として挙げられその処理、処分については今だ課題が増加していると言える。

さらに第二項として、⑦情報のリスクが挙げられる。情報については、個人情報保護

の観点のみならずアプリケーションやコンテンツからの青少年への影響や課金に関し

て経済に絡む問題も発生しリスクとして挙げられる。⑧技術の高度化と進歩により引

き起こされる技術リスクも注視しなければならないリスクである。 

一般的に巨大技術（統合化、総合化された技術等：巨大化学・製鉄・原子力発電プラ

ントや複雑な巨大な構造物・飛行機・大型船舶、ロケット、海洋構造物、そして巨大

情報システム等）と小さな技術（分散型で小さな機器や部品に内蔵される技術等）に

よりそのリスクの大きさは異なることも特徴である。この点は、ウーリッヒ・ベック

がリスク社会（日本名「危険社会」）の中で、技術が生み出すリスクについて鋭く指摘

している。⑨サービスリスクとして、金融リスクや各種の鉄道・航空・イベントの予

約・発券・運行しシステムについて触れてみる。 
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*1 リスクトレードオフとは、「あるリスクを削減することが、また別のリスクを生み出したり、増大

させること」と定義され、あるリスクを持つ化学物質の使用をやめ他の代替化学物質や他の方法を採

った場合または何らの対応をとらなかった時にリスクが発生する時に異なるリスク間にトレードオ

フがあるという。 

本論では、第編で特に①、②、④、⑥、第二編として⑦、⑧、⑨についてより深く取

り上げる。 

２．個別リスクの現状と問題点 

 本項では上記①～⑧のリスクについて個別テーマで取り上げて検討してみるが、リス

クの対象は人間（人類）、環境：動物・植物・生物にも及び、実際には各対象に対する

個別のリスクが複雑に絡んでいる。とりあえず人間を中心にみても人間と環境は相互

作用し関連し、特に食品として人間が摂取するものは動植物等全て食物連鎖の体系の

中でつながっていることは認識してもしすぎはない。さらに人間については個別特性

（性別や年齢（乳幼児、子供、青年、大人、高齢者等差異、病歴・アレルギー体質、

遺伝的な特性＜個人別もあれば民族・氏族に特徴的なものもある等）が大きく影響し

その受ける影響が異なることも大きな特徴である。初めに化学物質について人間に与

える影響・リスクについて考えてみる。（ここでは人工的な化学物質について触れるが、

自然の物質もリスクが高いものがあることは認識しておく必要がある。（フグやキノコ

の毒に限らない）） 

 

2．1 化学物質に関するリスク                         

純然たる工業製品に使用され、または添加される化学物質から食品に添加される食

品添加物や農水・畜産の農薬、殺菌剤（抗生物質含む）、飼料及び添加物や養殖用添

加物と幅広いものがある。（医薬品の原材料の化学物質は除く）さらに廃棄後または

使用後の残留性のある汚染物質も対象となる。我々の日々の生活においては、多く

の化学物質が使用されているがヒト（人）の健康や環境や環境中の生物に望ましく

ない影響を与えるリスクが指摘され、その対応を巡って多くの論争と対策。・対応が

取られてきているが、毎年多くの化学物質が開発・製造されるなかでその毒性検査

や対応に追われているのが実情である。ヒトは環境の中で生活しており、環境との

相互作用が基本であるため、ヒトのみの環境や環境を考えるのではなく環境が安全、

適切かつ健全で、間接的にヒトに影響するリスクがより少なくなるよう処置を行う

が重要である。特に 1962 年に発表された「沈黙の春」（R．カーソン）で環境汚染が

鋭く指摘されたことは、化学物質の持つ危険性に改めて警告をはしたものである。 

2．1．1 リスク予知と対応                           
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化学物質については、専門知識のない一般の生活者は、これらの危険の予知や予防の手

段を持っておらず、公的な機関及び製造者・販売者（及びメディア等）からの情報を

待って対応するしかない。（情報の非対称性が高い分野と言える）     このため

政府、企業、業界団体そして研究機関・大学等の不断の監視と調査・分析が欠かせな

い。このため化学物質により引き起こされるリスクについては、未然に防ぐための管

理・監視と起こった場合の対応を定めているが、今後新たに製造される新規の化学物

質の登録・管理や又まだ問題点が明確となっていない数多くの既存の化学物質が有り、

さらにその使用場場所、方法、廃棄橋、方法、そして環境中への放出状況（方法、場

所等）か明確となっていないものも多いのが現状である。現在、法律*2 で特定化学物

質を定め、その取り扱いについて管理を行っている。PRTR 制度*3 による 届出を行

う物質及び PRTR のこの管理・取り扱いは行政、事業者にて取り決められていますが、

我々も内容を十分把握しておく必要があります。（例えば、プラスチック製品や材料中

に含まれている化学物質等の使用や住宅建材、家庭用品・器具・道具、その他諸々の

器具（電気・電化・電子製品等）に使用されて、暴露する危険性が高いものがある。）

（いわゆるアスベストは工場での製造過程みならず、建設現場、解体や廃棄物処理の

全過程にわたって暴露する危険が大きいもので、特に問題となったモノの一つ。） 

 

*2「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善やの促進に関する法律」（化学物質排

出把握管理促進法。以下「化管法」）において指定された化学物質の自主的かつ適正な管理が求

められている。（PRTR 法）                               

*3PRTR：化学物質排出移動量届出制度（Pollutant Release and Transfer Register）） 

2．1．2 リスクの確定とリスク対処のための判断と対応手段            

化学物質のリスクの大きさは、有害性（毒性）と暴露量*3 により決まり、その評価で

はバランスが重要である。特に複数の化学物質間の比較においてはそれぞれの有害性

と暴露量の積がどのようなバランスかを判断することとなります。          

リスクの発生は、①作業者へ直接のリスク、②環境(経由の)リスク、③製品（経由の）

リスク及び④事故リスク＜爆発や火災などの事故、自然災害により設備などのモノ、

及びヒトの健康や環境中の生物に生じるリスクがある。             

本論では、環境（経由の）リスク及び製品（経由の）リスクについて対象とする。 

*4 暴露とは、ヒトや環境中の生物が化学物質と接触すること。（経路により吸引暴露と経口暴露と

経皮暴露そして放射線屋電磁波暴露等があります。） 経口暴露については、食物連鎖による生物

濃縮を考慮した濃度推定が必要となる。  
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有害性評価においては、世界調和システム（GHS: Globally Harmonized System of 

Classification and Labelling of Chemicals）の分類に基づき有害レベルを３段階で区

分している。この評価を有害性のレベルと暴露のレベルのマトリックスで表示し、リ

スク評価の優先順位を行っている。 

リスク評価の優先順位の割り当て表   有害性のレベルの考え方（例） 

 暴露のレベル 

多 中 少 

 Ⅰ １ １ ２ 

Ⅱ １ ２ ３ 

Ⅲ ２ ３ ３ 

注）数字が小さいほど、リスク評価を実施

する優先度が高い。                     

 

 

最大と最小排出量の差を考慮した暴露のレベルの考え方の例               

（例１）排出量を指数的に分類してレベルを区分（最小の排出量＝5kg、最大の排出量＝5トンである場合）   

（例 2）排出量を当分してレベルを区分（最小の排出量＝5kg、最大の排出量＝150kg である場合）       

例‐１                        例‐２                      

暴露のレベル 年間排出量 暴露のレベル 年間排出量 

多 500kg 以上 多 100kg 以上 

中 50kg 以上 500kg 未満 中 50kg 以上 100kg 未満 

少 50kg 未満 少 50kg 未満 

 （「経済産業省製造局化学物質管理課：事業者のみなさんへ化学物質のリスク評価のためのガイドブ

ック実践編＜2007 年 5 月版＞」）P10,11,12 より引用                

企業においては、取引相手に対して MSDS*5 を作成し、提示する義務がある。対象と

なる化学物質は、日本では毒物及び劇物取締法及び施行令で指定されている毒物や劇

物（日本の毒物一覧、日本の劇物一覧を参照。）の全て労働安全衛生法で指定された

有害性

のレベ

ル 

GHS 有害性分類及び GHS 区分 

Ⅰ 生殖細胞変異原性  

発がん性  

生殖毒性  

特定標的臓器・全身毒性（反復暴露）  

呼吸器感作性  

水性環境有害性  

Ⅱ 特定標的臓器・全身毒性（反復暴露）  

水性環境有害性  

Ⅲ 水性環境有害性  

その他グループに分類されない粉体と液体 

有
害
性
の
レ
ベ
ル 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AF%92%E7%89%A9%E5%8F%8A%E3%81%B3%E5%8A%87%E7%89%A9%E5%8F%96%E7%B7%A0%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AF%92%E7%89%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8A%87%E7%89%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8A%87%E7%89%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%AE%E6%AF%92%E7%89%A9%E4%B8%80%E8%A6%A7
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%AE%E5%8A%87%E7%89%A9%E4%B8%80%E8%A6%A7
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8A%B4%E5%83%8D%E5%AE%89%E5%85%A8%E8%A1%9B%E7%94%9F%E6%B3%95


 

総合学会誌 Vol.2015/1 

54 

名称公表化学物質等、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進

に関する法律（化学物質排出把握管理促進法、PRTR 法、化管法とも呼ばれる）の指定

化学物質を 1%以上（ただし、特定第一種指定化学物質は 0.1%以上）含有する製品を

事業者間で譲渡・提供するときに、事前または同時にSDSの提供が義務化されている。 

*５ MSDS とは、「化学物質安全データシート」で有害性のおそれがある化学物質を含む製品を他

の事業者に譲渡又は、提供する際に、対象化学物質等の性状や取り扱いに関する情報を提供する

ための文書。国際的には国際連合の化学品の分類および表示に関する世界調和システム(GHS)や 

ISO1104-1 で標準化されている。 

化学物質による被害については原因究明と対応が特に重要であり、責任の所在の明確

化も求められる。これには化学物質の専門知識、医療・医薬の専門知識が重要となり、

被害が起きなうような基準値の設定や確実な使用量の管理が重要である。被害を最小

限に抑える処置が重要である。このための問題点の発生をいかに早く察知し、情報共

有の上で最適な対応が取られる必要がある。（最近、韓国で空気清浄機の水の雑菌を

抑えるため殺菌剤を使用し、これが幼児、子供等の健康を害し多数の死者が出た事例

があり、ここでも情報の通知・連絡、対処法に関して消費者や関連政府機関への大幅

な遅れと対応不備が指摘された。（2016 年：発生から約 10 年目にして謝罪、製品販売

は 4年前）わが国では、3大事件（熊本・水俣＜2016 年で発病後 60年＞、新潟・阿

賀野川、富山・神通川の有機水銀・ヒ素事件）がありその対応について消費者（地元

漁民、農家、市民等）のクレームを受け付けなかった企業、政府、大学・研究機関の

責任が問われた。 

2．2．3 化学物質の管理（グローバル化の中で）                 

化学物質の管理と世界の動き（特にヨーロッパ）と対応 欧州発の化学物質規制（欧

州指令）はわが国の企業活動特に欧米を始めグローバルに事業を展開している大企

業（含むその協力会社）に大きな影響を与えるとともに、わが国の環境、化学物質

の管理・規制当局である行政官庁にもそして、消費者にも大きな影響を与えた。特

に欧州指令としての WEEE,RoHS,そして REACH がありこれらへの対応は、企業のみな

らず消費者の製品の需要（購入）の考え方を見直すものであった。これからグリー

ン調達が生れ、消費者も購入の基準としてグリーンを指標として取り入れて行くよ

うになったと言える。                           

*WEEE とは、Waste Elecricaland electronic equipment(廃電気・電子機器指令)で、有害物質の

使用を制限するもの                             

*RoHS とは、Restriction of the Use of certain Hazadous Substancees in Electrical and 

Elecrtonic Equipment(特定有害化学物質使用制限指令)               

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%B9%E5%AE%9A%E5%8C%96%E5%AD%A6%E7%89%A9%E8%B3%AA%E3%81%AE%E7%92%B0%E5%A2%83%E3%81%B8%E3%81%AE%E6%8E%92%E5%87%BA%E9%87%8F%E3%81%AE%E6%8A%8A%E6%8F%A1%E7%AD%89%E5%8F%8A%E3%81%B3%E7%AE%A1%E7%90%86%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%96%84%E3%81%AE%E4%BF%83%E9%80%B2%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E6%B3%95%E5%BE%8B
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%B9%E5%AE%9A%E5%8C%96%E5%AD%A6%E7%89%A9%E8%B3%AA%E3%81%AE%E7%92%B0%E5%A2%83%E3%81%B8%E3%81%AE%E6%8E%92%E5%87%BA%E9%87%8F%E3%81%AE%E6%8A%8A%E6%8F%A1%E7%AD%89%E5%8F%8A%E3%81%B3%E7%AE%A1%E7%90%86%E3%81%AE%E6%94%B9%E5%96%84%E3%81%AE%E4%BF%83%E9%80%B2%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E6%B3%95%E5%BE%8B
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%96%E5%AD%A6%E7%89%A9%E8%B3%AA%E6%8E%92%E5%87%BA%E6%8A%8A%E6%8F%A1%E7%AE%A1%E7%90%86%E4%BF%83%E9%80%B2%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/PRTR%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%96%E5%90%88%E7%89%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E9%80%A3%E5%90%88
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%96%E5%AD%A6%E5%93%81%E3%81%AE%E5%88%86%E9%A1%9E%E3%81%8A%E3%82%88%E3%81%B3%E8%A1%A8%E7%A4%BA%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E4%B8%96%E7%95%8C%E8%AA%BF%E5%92%8C%E3%82%B7%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E6%A8%99%E6%BA%96%E5%8C%96%E6%A9%9F%E6%A7%8B
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*REACH とは、Registration, Evaluation, Authorization and restriction of Chemicals(化学

物質の登録、評価、認可及び制限に関する法規制)化学物質が人の健康と環境にもたらす著しい悪

影響を最小化する方法で使用・生産されることを達成するための法制             

⇒原料製造の川上企業から川中の部品メーカーまた川下のセットメーカーまでサプライチェー

ンの全体に及び欧州企業のみならず世界の企業に及ぶことである。 

 

これらの規制の法案が出た背景には、1976 年イタリア・セベソにおける化学プラン

トの爆発（ダイオキシンを含む大量の有害物質が放出され土壌汚染が起こった）1986

年スイス・バーゼルのライン川（国際河川）の川べりの化学工場が爆発（火災消火

で大量の燐酸エステル殺虫剤や有機化合水銀が川根流れこみ汚染事故が発生）同年

にはインドのボパールでの農薬工場からの化学物質の大気漏洩事故が起こったこと

がある。なお REACH 等への対応は、わが国では、日本化学工業協会を中心に自動車

工業会等を巻のんで進められている。 

2．2 食品のリスク                             

食品とはなにか、まず法律・通知＊に基づく医薬品と食品の区分を見てみる。   

食品に分類されるものとして以下がある。                  

①野菜、果物、菓子、調理品等その外観、形状等から明らかに食品と認識される物

（本来は、これに主食の穀物（米、小麦等）、パン当の調理品、畜産・乳製品・そ

の他肉類、魚類、水産・海産物（海藻等含む）が含まれる。）②健康増進法第 26 条

（旧栄養改善法第 12 条）の規定に基づき許可を受けた表示内容を表示する特別用途

食品（病者用食品、妊産婦授乳婦用粉乳、乳児用調製粉乳、高齢者用食品、保健機

能食品（特定保健用食品と栄養機能食品）が該当する）                  

なお、＊「無承認無許可医薬品の指導取締りについて」（昭和 46 年 6月 1日薬発第 476 号、厚生

省薬務局長通知）これ以外には、厚生労働省医薬局長 「医薬品の範囲に関する基準の改正につい

て」（医薬発第 243 号平成 13 年 3月 27 日、厚生労働省医薬局長）で、錠剤やカプセルなど医薬品

のような形態でも食品であることを明記すれば、形状だけでは医薬品と判断しないと基準が緩和さ

れた。・・（成分本質(原材料)が専ら医薬品・成分本質 (原材料) では医薬品でないもの）・・・

但し医薬品に該当しても、薬理作用の期待できない程度の量で着色、着香等の目的のために使用さ

れている場合を除く。（全て、質と量の組み合わせで適用基準区分が異なることが多い） 

2．2．1 食品に関するリスク食品を考えるときの分類では、自然食品に由来する場合

と加工食品・添加物（色素等含む）によるもの、輸入飼料によるもの、そして現代

では健康食品や栄養補助食品（ビタミン類を含む）の過剰摂取によるリスクも高ま

っている。そして、生産農家・畜産家での製造管理（ホルモン入の飼料を含む）や

加工食品の工場での管理の問題が大きい。(農家での栽培野球色での加工・調理での

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%87%8E%E8%8F%9C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9E%9C%E7%89%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%8F%93%E5%AD%90
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%81%A5%E5%BA%B7%E5%A2%97%E9%80%B2%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A0%84%E9%A4%8A%E6%94%B9%E5%96%84%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B2%89%E4%B9%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BF%9D%E5%81%A5%E6%A9%9F%E8%83%BD%E9%A3%9F%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BF%9D%E5%81%A5%E6%A9%9F%E8%83%BD%E9%A3%9F%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%B9%E5%AE%9A%E4%BF%9D%E5%81%A5%E7%94%A8%E9%A3%9F%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A0%84%E9%A4%8A%E6%A9%9F%E8%83%BD%E9%A3%9F%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%88%90%E5%88%86%E6%9C%AC%E8%B3%AA(%E5%8E%9F%E6%9D%90%E6%96%99)%E3%81%8C%E5%B0%82%E3%82%89%E5%8C%BB%E8%96%AC%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%88%90%E5%88%86%E6%9C%AC%E8%B3%AA_(%E5%8E%9F%E6%9D%90%E6%96%99)_%E3%81%A7%E3%81%AF%E5%8C%BB%E8%96%AC%E5%93%81%E3%81%A7%E3%81%AA%E3%81%84%E3%82%82%E3%81%AE
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O-157,雪印乳業の牛乳、BSE 問題、古くはカネミ油症事故等)）健康食品（茸での事

故＜美容や栄養等＞）や*特定保健用食品の効能を過大視しての過剰な特定物質（ビ

タミンやその他栄養素等）の過大な摂取等による健康リスクが生じている問題では、

適切な指導や注意喚起が未だ十分でないため、肝臓障害をはじめ各種の疾病にかえ

って罹る状況が発生している。                         

*広い意味での健康食品は大きく分けて「保健機能食品」・「特別用途食品」・「健康食品」の 3 つに

分類「保健機能食品」には特定保健用食品と栄養機能食品が含まれます。機能性食品とは、食品機

能の中で栄養機能（1 次機能）と味覚機能（2 次機能）の他に、身体に対する調節機能（3 次機能）

を持つ食品のことを意味します。 厚生労働省は、機能性食品について「食品成分の持つ生体防御、

体調リズム調節、疾病の防止と回復などにかかわる体調調節機能を生体に対して十分に発現できる

ように設計し、加工された食品である」と定義。                       

米国においては、ビタミン、ミネラル等の摂取を目的とした錠剤・カプセルなどの栄養補助食品が

市場に数多く登場し、欧州諸国においては、乳酸菌飲料の摂取に関する研究開発が活性化するなど、

機能性食品は世界的にも注目を集めている新しい食品ある。                 

＜食品の 3つの機能＞1次機能 身体に対する栄養素の働き：栄養機能、2 次機能 嗜好や感覚器

官に対する香味成分の働き：感覚機能、3 次機能 生理機能を調節し、健康維持や健康回復効果の

働き：生体調節機能 でこの中で、特に 3次機能を持つ食品のことを「機能性食品」と言う。 

   なお、中国製ギョウザの事件は、食の安全の問題よりも人為的な故意による事件と

して食のリスクの問題とは分けて考えるものである。（もちろん外国製品に対する不

安の問題は、食品リスクの一部ではある。）(但し、正確で納得のいく説明や情報提供・

公開がなされないとクチコミやブログでの風評として、より大きな問題を発生し、

さらにこれが食のリスクを増大させる状況も発生している。まさに食品リスクで取

り上げるもうひとつの大きな問題は、メディアを通しての過剰な報道や宣伝による

悪影響も出ている。（ダイオキシン問題で、狭山の葉物（実際はお茶の葉）から検出

と報道した事はまさにこのような自体と言える。）                 

食の安全（社会としての安全問題）と食の安心（個人の安全問題として、＜気分の

問題＞）は異なる考え方が必要である。                      

また、水（水道水について）の安全については、消毒（通常塩素消毒）に関して、

発ガン物質であるトリハロメタンに必要以上におののき、生成する塩素消毒を禁止

することにより返ってコレラが蔓延した（ペルー）り、堺市での O‐157 の事故が起

きたことを思い出させる。消毒をしなければ細菌感染リスクが高まることがある。

ここでやはり 2 つのリスクの比較・評価が重要となる。（リスクトレードオフで最適

な管理が必要となる。）                              

さらに、費用との関連で言えば BSE 対策としての全頭検査というあまりに極端な検

査は、コスト無視（効果が費用に遠く及ばない）であり、この点でマスコミも十分
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な認識や科学的な対応ができていない。（したくない。）               

科学的に見ればリスクは推定値であり、情報量により変動するが、この点を無視し

てちょっとした情報（少ないデータ）で判断することの問題点が認識されていない。 

また食品で大きな問題となることの一つに、製品回収（特に全量回収）という対応

が挙げられる。懲罰的な意味での回収を求めることや、全品回収した（ことで責任

回避をすること、または回収する企業が良い企業だと錯覚させてしまうことのほう

が認識として問題となる。情緒的な対応をする企業、消費者、マスコミはもっと科

学的にシッカリと評価し対応すべきである。つまり将来の又は、同種の問題が起こ

ったときの対応策を合理的に行う姿勢を止めてしまう事が、ある意味でこの種のリ

スクを隠蔽（まるでなかったごとく取り扱う）することとなる。          

さらに、食のリスクで評価していかなければならないのが、遺伝子組み換え作物（大

豆等）の取り扱いである。評価がなされるまでには、種の数世代に渡る評価が必要

ではあるが、結果が出ていないものは全て危険要素を含むので、全面禁止という主

張や風潮はやはり科学的な思考を停止させるばかりであり、確率的な評価をはじめ

イデオロギーに左右されない研究と検査、調査が必要である。さらにことさらな、

国産品が安全であるとの主張もやはり科学的に調査、精査する必要がある。同じく

食のリスクはゼロという固定的なイデオロギーも本当のリスクを周知できなくなる

問題を孕んでいる。                            

同様に、自然食品のリスクがある意味でかなり高いケースもあることは十分認識す

べきである。魚についても天然ものが良くて養殖が悪いとの一方的な思い入れも合

理的判断とは言えない。やはり経済・効果（メリット）とリスク（デメリット）の

適切な比較、評価がより重要となる。 

  2．3 医薬品・医療のリスク                          

医薬品のリスクは、2つあり、一つは効能が出ない医薬品を使用し続けることと（こ

のことにより本来期待した薬効以外の成分による悪い影響・副作用が生じることも

ある。例えば肝臓への負担等）、二つ目は医薬品の効能が効きすぎること若しくは

副作用が強く出てしまい、それを放置することにより健康被害や薬害にまで発展す

ることにある。本項では、特に副作用が強く出てしまい、それが健康被害および薬

害に発展することのリスクについて視点を当てる。 

2．3．1 そもそも医薬品とは、医薬品医療機器等法第 2条では次のように 3つに分類

され、定義される。                            ①

日本薬局方に収められている物②人又は動物の疾病の診断、治療又は予防に使用さ

れることが目的とされている物であって、機械器具、歯科材料、医療用品及び衛生

用品でないもの（医薬部外品を除く。）③人又は動物の身体の構造又は機能に影響

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E8%96%AC%E5%93%81%E5%8C%BB%E7%99%82%E6%A9%9F%E5%99%A8%E7%AD%89%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%96%AC%E5%B1%80%E6%96%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8B%95%E7%89%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%96%BE%E7%97%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E8%96%AC%E9%83%A8%E5%A4%96%E5%93%81
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を及ぼすことが目的とされている物であって機械器具、歯科材料、医療用品及び衛

生用品でないもの（医薬部外品及び化粧品を除く。） 

なお、国内で医薬品として譲渡を含め流通させるには、厚生労働大臣による製造販

売承認が必要である。承認のないもので医薬品、医薬部外品、化粧品もしくは医療

機器に該当しないものは「効能」「効果」をうたうことはできない。保健機能食品

でその認められた範囲内で標榜する場合を除き、医薬品としての効能効果をうたっ

た製品は、「未承認医薬品」として処罰の対象となる。              

医薬品の種別は、以下の通り 6つに分類されている。              

①医療用医薬品：医師等によって使用され又はこれらの者の処方箋若しくは指示に

よって使用されることを目的として供給される医薬品をいう。ただし法的な定義が

ある訳ではなく、医療用医薬品であっても処方箋医薬品に指定されている医薬品で

なければ、処方箋がなくても薬局で購入できるが実際に販売している薬局は一部の

薬局に限られている。                           

②一般用医薬品：一般用医薬品とは、医師による処方箋を必要とせずに購入できる

医薬品のことである。市販薬、家庭用医薬品、大衆薬、売薬などとも呼ばれる。   

カウンター越し（英語: over the counter）に売買されることから、OTC 医薬品とも

呼ばれる。一般人へは薬局において薬剤師が対面で情報提供した上で販売するとさ

れている。「一般の人が、薬剤師等から提供された適切な情報に基づき、自らの判

断で購入し、自らの責任で使用する医薬品であって、軽度な疾病に伴う症状の改善、

生活習慣病等の疾病に伴う症状発現の予防、生活の質の改善・向上、健康状態の自

己検査、健康の維持・増進、その他保健衛生を目的とするもの」。2006 年の薬事法

改正（2009 年 6 月 1 日施行）により「医薬品のうち、その効能及び効果において人

体に対する作用が著しくないものであって、薬剤師その他の医薬関係者から提供さ

れた情報に基づく需要者の選択により使用されることが目的とされているもの」と

定義された。                                

＊2009 年施行の改正薬事法で、一般用医薬品は主に消費者に対する情報提供の必要性の程度によ

って第一類、第二類、第三類の 3種に分けられる。                                

③薬局医薬品：一般用医薬品以外の医薬品をいう。いわゆる医療用医薬品及び薬局

製造販売医薬品（承認許可を取ることで薬局の調剤室での製造が認められる製剤）。             

④動物用医薬品：専ら動物のために使用されることが目的とされている医薬品」と

定義されており、農林水産大臣が定めたものをいう。              

⑤処方箋医薬品：医師等の処方箋がなければ、一般の人は購入できない医薬品。入

手するには医療機関を受診し、医師または歯科医師の処方箋が必要になる。    

⑥日本薬局方医薬品：日本薬局方に収載された医薬品をさす。第一部医薬品、第二

部医薬品に大別される。薬局方は約 5年に一度大改定されるが、その間 2年に一度

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%96%E7%B2%A7%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9A%E7%94%9F%E5%8A%B4%E5%83%8D%E5%A4%A7%E8%87%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82%E6%A9%9F%E5%99%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82%E6%A9%9F%E5%99%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BF%9D%E5%81%A5%E6%A9%9F%E8%83%BD%E9%A3%9F%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BF%9D%E5%81%A5%E6%A9%9F%E8%83%BD%E9%A3%9F%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E5%B8%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%87%A6%E6%96%B9%E7%AE%8B
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%87%A6%E6%96%B9%E7%AE%8B%E5%8C%BB%E8%96%AC%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%96%AC%E5%B1%80
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E5%B8%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%87%A6%E6%96%B9%E7%AE%8B
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E8%96%AC%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%8B%B1%E8%AA%9E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%96%AC%E5%89%A4%E5%B8%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%96%AC%E5%89%A4%E5%B8%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%96%AC%E4%BA%8B%E6%B3%95%E3%81%AE%E6%AD%B4%E5%8F%B2#.E5.8C.BB.E8.96.AC.E5.93.81.E8.B2.A9.E5.A3.B2.E3.81.AE.E8.A6.8F.E5.88.B6.E7.B7.A9.E5.92.8C.EF.BC.882006.E5.B9.B4.E6.94.B9.E6.AD.A3.E3.83.BB2009.E5.B9.B4.E6.96.BD.E8.A1.8C.EF.BC.89
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%89%BF%E8%AA%8D
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%89%BF%E8%AA%8D
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%96%AC%E5%B1%80
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A3%BD%E5%89%A4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8B%95%E7%89%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%BE%B2%E6%9E%97%E6%B0%B4%E7%94%A3%E5%A4%A7%E8%87%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%87%A6%E6%96%B9%E7%AE%8B
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82%E6%A9%9F%E9%96%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E5%B8%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AD%AF%E7%A7%91%E5%8C%BB%E5%B8%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E8%96%AC%E5%B1%80%E6%96%B9
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程度追補版が発行され、収載医薬品が見直されている。最新版は、2011 年 3 月 24 日

に、第十六改正日本薬局方が公表された。                   

＊なお、濫用等のおそれがある医薬品として、2014 年（平成 26 年）6月 12 日に「薬事法及び薬剤   

師法の一部を改正する法律」が施行されると同時に、薬事法施行規則第十五条の二の規定に基づい

て濫用等のおそれがあるものとして厚生労働大臣が指定する医薬品として適応薬品が指定されて

いる。また、近年は規制緩和により一部の医療用医薬品が一般用医薬品としてリニューアルされ結

果として副作用の心配が少ない医薬品として効果・作用が強いものも出てきている。（スイッチ

OTC 等）                                        

本項で主に取り上げる医薬品は、上記①、③、⑤、⑥を対象とする。 

   2．3．2 副作用及び副反応とは                          

世界保健機関（WHO）の副作用（adverse reaction）の定義は、「有害かつ意図され

ない反応で、疾病の予防、診断、治療または身体的機能の修正のために人に通常用

いられる量で発現する作用としている。                     

「副作用 （Side Effect） とは、医薬品の使用に伴って生じた治療目的に沿わない

作用全般を指す。狭義には、医薬品の使用に伴って発現した好ましくないできごと

のうち当該医薬品との因果関係が否定できないものを指す。この好ましくない作用

を厳密に指す場合には、薬物有害反応（Adverse Drug Reaction:ADR）の用語が用い

られる。   一般に副作用といった場合には、両者が混合して用いられている。

特に副作用が強く、安全な使用に注意が必要とされる医薬品はハイリスク薬と呼ば

れる。副作用の発生率は、実際の臨床では、服用量や併用薬や既往歴、また期間と

いった条件によって異なってくる。                       

医薬品の添付文書における副作用の発生率の記載は、治験の条件においてのことで

あり、実際の利用のされ方によって、それよりも高まる[4]。副反応とは、ウイルスや

細菌またはその構成成分から作られるワクチンによる、目的以外の作用をいう。」

（Wikipedia より）                              

なお、アメリカ食品医薬品局 (FDA) は「薬物療法に伴って生じた全ての好ましくな

い反応」という概念に対応する"有害な薬物経験"という用語を新たにつくり、ある

反応が薬物によって起きたことが明確であろうが明確でなかろうが、患者にとって

好ましくないものであれば"有害な薬物経験"に分類する。 

   2．3．3 薬害とは、通常、医薬品の使用による医学的に有害な事象のうち社会問題と

なるまでに規模が拡大したもの、中でも特に不適切な医療行政の関与が疑われるも

のを指す。臨床医学よりも医療訴訟や報道などで行政の対応の遅れを非難する際に

多く用いられる。副作用のなかで危険なものが見過ごされていて死傷者が多発した

場合のほか、重大な薬物相互作用（飲み合わせ）、ウイルスなど感染源の混入などが

https://ja.wikipedia.org/wiki/2011%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/2011%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9A%E7%94%9F%E5%8A%B4%E5%83%8D%E5%A4%A7%E8%87%A3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%96%E7%95%8C%E4%BF%9D%E5%81%A5%E6%A9%9F%E9%96%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E8%96%AC%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8F%E3%82%A4%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%82%AF%E8%96%AC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B7%BB%E4%BB%98%E6%96%87%E6%9B%B8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B2%BB%E9%A8%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%89%AF%E4%BD%9C%E7%94%A8#cite_note-.E9.80.A3.E5.90.8D.E3.82.B9.E3.83.86.E3.83.BC.E3.83.88.E3.83.A1.E3.83.B3.E3.83.88-4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%89%AF%E5%8F%8D%E5%BF%9C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%AF%E3%82%AF%E3%83%81%E3%83%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%83%AA%E3%82%AB%E9%A3%9F%E5%93%81%E5%8C%BB%E8%96%AC%E5%93%81%E5%B1%80
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E8%96%AC%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E5%AD%A6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%95%8F%E9%A1%8C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%A8%E5%BA%8A%E5%8C%BB%E5%AD%A6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82%E8%A8%B4%E8%A8%9F
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A0%B1%E9%81%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%89%AF%E4%BD%9C%E7%94%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%96%AC%E7%89%A9%E7%9B%B8%E4%BA%92%E4%BD%9C%E7%94%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A6%E3%82%A4%E3%83%AB%E3%82%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%84%9F%E6%9F%93
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ある。また発売時点では未知であったが以降、病原体による感染が後に見つかるこ

ともある。 

医薬品（新薬）開発では、通常は治験が行われ、その有効性・安全性が検証される。

なお、治験では有効性・安全性がまだ充分に確立されていない治験薬（医薬品の候

補）をボランティアに投与するため、必要以上に多くの人間に漫然と投与すること

は倫理的問題となる。（治験では有効性を検証するために最低限必要な患者数を事

前に算出し、その限られた患者のみを対象に臨床成績を評価する。）治験でのデー

タ取得や評価で大手製薬会社と大学が関わった不適切な事例が近年見られる。これ

も薬害のリスク発生の原因となる。実際は、副作用は薬物の効能ほどには頻繁に現

れないため、安全性の評価には、有効性評価とは比較にならないほど多くの患者数

（データ）が必要となり、安全性が完全に確認された医薬品のみに製造販売承認を

与えるシステムでは、にしてしまうと、発売が遅れ（1万人に 1人の割合で発生する副作

用を検出できる治験を実施すると、終わるまでに 90 年間かかる計算になる）治療を待ち望む患

者の不利益となる（ドラッグ・ラグ）。ここでも安全と効用のトレードオフが発生

し、適切な認可が必愛の要となる当然リスクゼロはありえない。どの程度のリスク

を受任すべきか、技術的、社会的・経済的な評価と判断が重要となる。もちろん発

売後も実際の臨床現場での使用を経て、安全性情報・副作用データ等を蓄積し、何

か新しい事態が発生、発見されたときは新たな評価をしなおすことは言うまでもな

い。医薬品が発売される時点では、その薬剤の安全性はいわば仮免許の状態である

と認識すべきである。安全性の追求と患者の利便性は時としてトレードオフため、

利便性を担保しつつ安全性を追求するためには、有害事象を確実に把握できる報告

システムと、偶然を超えるレベルで有害事象が生じた場合に警告する体制の構築が

必要である。一方で薬品の使用を拒否することもある面では許される必要がある。

（ガン治療等において、抗がん剤の使用を断念する、拒絶することもある。） 

2．3．4 健康被害とは、医薬品（及び無許可医薬品）、予防接種および摂取の拒否に

よるもの以外に、食品（ジャンクフード、健康食品やサプリメントの摂取過多等に

よる）、美容・エステ（日焼けサロン含む）や美容整形やその薬品等、化粧品等に

よるものもある。それ以外に化学物質（アスベスト、ホルムアルデヒド等）や植物・

生物由来の物質の摂取や吸引、接触によるものもある。加湿器の殺菌剤（韓国）、

低レベル放射線被爆等がある。これらについて、引き起こされる可能性のあるリス

クの重要度と頻度についても科学的に評価して対応していかなければならない。 

2．3．5 薬害のレベルと対応 薬害には、①適正使用しても防ぐことのできない医薬

品等による健康被害、・・・「避けることができない副作用」で、基本的に薬害では

ない。②適正使用していれば避けられて医薬品等による被害（これには医療従事者

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%97%85%E5%8E%9F%E4%BD%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B2%BB%E9%A8%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B2%BB%E9%A8%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B2%BB%E9%A8%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%82%A3%E8%80%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%82%A3%E8%80%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%89%AF%E4%BD%9C%E7%94%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B2%BB%E9%A8%93
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%82%A3%E8%80%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%82%A3%E8%80%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%89%E3%83%A9%E3%83%83%E3%82%B0%E3%83%BB%E3%83%A9%E3%82%B0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BB%AE%E5%85%8D%E8%A8%B1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%89%AF%E4%BD%9C%E7%94%A8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%81%B6%E7%84%B6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%89%AF%E4%BD%9C%E7%94%A8
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による投与量の誤謬＜過大投与＞や患者間違いによる誤った医薬品の投与（点滴等

も含む）、誤った手術・その後の処置（医療過誤・事故）、提供する病院食の誤り等

も含まれる）③適正使用していれば避けられて医薬品等による健康被害で、その範

囲が個人レベルを超えた範囲で、表面化し、社会問題化したもの。④企業、行政、

医療機関そしてマスメディア等の瑕疵や不作為等が原因でお起きた医薬品等による

健康被害で、表面化し、社会問題化したもの。・・・一般的に薬害として取り扱われ

る。薬害教育の対象となるもの。・・・サリドマイド事件、スモン病事件、エイズ事

件、C 型肝炎事件等が取り上げられる。ここで述べた、①から④のいずれの場合でも

リスク最小化は可能である。                          

2．3．6 薬害の本当の問題点                         

最新知識が不足しておきたことより、既に製薬会社や行政が把握していたリスク情

報の伝達が十分行われなかったことや、リスク情報を不当に軽視し、適切なタイミ

ングでの対応・対策が取れなかったことによって発生する場合がある。また入手し

ていた情報の評価を誤り、行政が規制するという意思決定を行わなかったことに本

質的な問題がある場合がある。医薬・医療（薬害・健康被害等）でのリスクの把握

が十分でなかったこと、リスクの評価が甘かったこと（過小評価）(感染症に関して

は、伝播・拡散を過小評価し、対策を後手に回ったこと等)、そして医薬品において

は、対応する医薬品/副資材の確保（時期と数量）（備蓄と生産と物流）（ワクチンの

手配も含め）（医療従事者の確保、教育等）に適切な対応ができない等がある。   

2．3．6．1 医薬品が関係した重大な薬害事件としては、血液製剤による HIV 感染、血

液製剤による C 型肝炎、ソリブジン事件、イレッサ事件その他、よく疑われてもの

に、タミフル事件等がある。                        

2．3．6．2 医薬品（合成化学品由来及び生物由来）については、治験段階、製造承認・

査察、副作用情報の収集体制の整備が進められてきており、また ICH 等の国際的な

ハーモナイゼーションによる情報共有も進んできている。また新薬だけが問題とな

るのではなく組み合ではごく普通の汎用医薬品でも重大な副作用が生じることも承

知すべき点である。医薬品の服用にあたっては、医師による説明、「添付文書」と薬

剤師からの説明、他の薬剤との併用についての注意が特に重要となり、この点、近

年の薬事法改正は、より安全、適正を重視してきている。また医薬品副作用被害者

救済基金等も整備されてきている。 

2．3．6．3 薬害リスクの低減、最小化のためには、                

①迅速で質の高い安全性情報の収集（質の高い製品）＜医療機関側、規制当局側＞

が欠かせない。②人材育成、③リスク判断のより専門化、④規制当局との協議・認
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識の共有化、⑤製薬企業における販売リスクの判断（告知）、⑥緊急対策（ハイリス

ク：出荷停止と製品回収）そして迅速な被害救済、監視強化（社会へのリスク告知、

適切な情報公開（企業及び規制当局）、患者・処方医への告知（被害リスク＜副作用

の種類、頻度、重篤度＞。最善の代替治療法、被害救済の方法と具体的なアクセス

を提案していく。（JAPhMed(日本医薬品協会)）                  

2．3．6．4 再発防止には、                          

やはり制度・システム（情報システムや適切なデータベース等）構築と利用・活用

が重要である。更に過去の薬害事件等の記録と保存と教育が他くぃ切である。過去

の教訓を活かすことによりリスクを最小化し、コントロールする。（本稿：PMRJ:

医薬品医療機器レギュラトリーサイエンス財団 土井 脩氏の薬事エキスパート研

修会特別コース第１講より引用） 

2．3．6．5 医薬品（基本的に毒物である認識の元）の使用におけるメリットとデメリ

ット、                                 使

用する時のメリット、デメリットはその使用者（患者本人及び関係者）の置かれた

状況、環境（年齢等も）により個別に異なった選択肢ができる。賢く、そして的確

な判断ができるよう日頃からの学習・教育が重要である。（医療機関の言われたまま

ではなく）                               日

本では、製薬企業が医薬品リスク管理計画（RMP）を厚生労働省や PMDA の指導の

もと作成、実施してきている。特に医療現場での利活用に向けて整備してきている

が、これに伴い（社）病院薬剤師会医薬情報委員会でも利活用の低減等を行ってい

る。 

   2．3．7 医療のリスク                            

医療のリスクは大きく 3 つから成る。ⅰ）医療行為すなわち医療機関・医師による

手術や施術（様子を見て、特段の処置を行わないことも含む）の過誤＜確認ミスに

よる誤った手術《不要な臓器等の削除や健全な部位・臓器にも関わらず不必要な手

術の実施等》や患者の取り違えによるものや、ⅱ）医療に付随する各種の機器の故

障、誤作動や不具合並びに不適切な使用法により発生するもの（ハード、ソフト）、

そしてⅲ）介護・看護体制等（オペレーション）に基づくもの（誤った、医薬品の

投与＜種類、量、タイミング等＞や補助器具・用具の使用の不適切な利用、過誤等

によるものをからなる。                          

これらに関するリスクは通常、ヒューマンエラーとして片付けられる。しかしこれ

も医療システムとして（医療機関の質、能力評価、能力維持）どのような体制を整

え、実施してきたか、その結果の評価や評判（外部による第三者評価）の公開がつ
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まり、利用者と医療機関そしてその評価する第三者機関とのコミュニケーションが

充分取られてきたかによるものである。 

   利用者（患者お呼びその関係者）にとって、医療機関と利用者間の情報の非対称性

がある中での判断がなされなければならない。この点で医療機関・医師会、各種医

療分野毎の学会等の情報が適切に利用者に説明、情報発信されているか、そして各

種の医療分野ごとの NPO 等の支援機関・団体や製薬企業・業界等とのコミュニケー

ションがとられているかも大きな問題となっている。             

特に日進月歩で進歩する医療においては、世界の動向、情報にいつも注意して、注

意喚起をする行政・機関（厚生労働省や中央薬事審議会等）の責務は大きい。この

点が曖昧になると大きな医療訴訟と医療事故となるが、患者にとってはかけがえの

ない生命そのものの損失とつながるリスクである。 

2．4 環境のリスク                             

地球温暖化（CO2 の原因に係わらず）、環境汚染、生物多様性の消失などを始め、

多岐にわたる環境問題もこのようなリスク管理の対象と捉えることができます。

マスコミなどにもしばしば耳にするようになった「リスク」という言葉の、より

学問的な定義は、「誰しもが避けたいと望む事象（ハザード）が起こる確率」とし

ている。例えば、人命や人の健康を基準とするならば、死亡確率や発ガン率でリ

スクを表現することができる。                        

2．4．1生態リスク評価はなぜ必要か：                    背

景：リスク解析の方法は、環境問題を整理し解決する糸口を探る上で特に有用で

あると言える。環境かく乱要因は、地球温暖化、化学物質の汚染、生物多様性の

減少など多様であるばかりでなく、たとえば化学物質の汚染のみを取り上げても

既存化学物質で監視が必要なほど有害性の高いものだけでも数十あり、そのよう

な多数かつ多様な要因の相対的な危険度を評価するためには、統一的な基準に基

づくリスク評価の手法に頼らざるを得ない。環境リスクは、その影響が最終的に

何に及ぶかによって、人の健康リスクと生態リスクに大別されます。生態リスク

は、環境かく乱要因が生態系にとってどれくらい有害かを推定することを目指し

ている。   化学物質管理の実際的な分野では、生態リスクは、試験生物の毒

性値（半数致死濃度（■注 1）など）と環境中の化学物質濃度の比（生態危険度指

数 [ecological hazard quotient] ）に基づいて推定するのが一般的です。 

しかし、生態リスク解析を発展させ高度化していく上では、（1）リスク算定の方

法が生態学的に有効で、生態系への影響を反映すること。（2）算定されたリスク

の相対的な大きさが、生態系へのインパクトの相対的な大きさに比例すること。（3）

質的に異なったリスク要因（化学物質の汚染、生息地の破壊、富栄養化、外来種
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の侵入、温暖化など）を同じリスク指標で表現しうること。（4）算定されたリス

クの不確実性を評価できること（確率的リスク評価）をの点を考慮しなければな

らない。 

*環境リスク研究センターでは、生態リスクを、「生物集団（個体群）の絶滅」および「生態系

機能の低下」の２つの基準で推定する解析法を研究しています。これらはそれぞれ、環境かく乱

要因の個体群レベルの効果と生物群集レベルの効果に対応しています。これら２つのクライテリ

アを設けた理由は、どちらか一方だけでは把握できない生態リスクが存在すると考えられるから

です。                                 

2.4.2 生物の集団（個体群）レベルの生態リスク：                

種の絶滅生物は、繁殖しないと存続きないので、多かれ少なかれ集団を作って生

活しています。生物の繁殖集団のことを「個体群」といい、存続するためにはあ

る程度以上の大きさ（個体数）が保たれている必要があります。生態系にとって、

個体群の絶滅が重要なハザードであることは明らかです。もともと個体数の少な

い希少種にとっては、種の絶滅をもたらしかねません。生態系の働きにとって欠

かせない種が消失すれば、生態系のバランスと機能が損なわれてしまいます。 

個体群が絶滅するリスク（絶滅確率）は、個体群の大きさ（個体数）と増殖能力

に左右されます。特に個体の繁殖によって個体群が増加するはやさが、環境汚染

などの何らかの要因によって減少すると、絶滅リスクは急激に増大することが、

多くの数学的な研究によって明らかになっています。個体群の増加率が低下する

（何らかの原因で、特に自然の変化で餌が減る、や化学物質の暴露による影響等）

と、平均絶滅時間は幾何級数的に減少することがわかります。このことから化学

物質の曝露によって個体の生存や繁殖が阻害され、その結果生じる内的自然増加

率の減少がもたらす個体群の絶滅リスクを推定することができます。問題は、化

学物質の影響によって内的自然増加率、つまり個体群の増殖能力が低下する量を

正確に推定できるかということにあるが実際は実験室内での毒性試験の結果と、

環境中で生物が曝される化学物質濃度の測定値から推定する他ありません。            

生物一般に関しても推定、作成できる。それぞれの生物の*「生命表」データがあ

れば、その集団について、増加しているのか減少しているのか、増加していると

すればその増加率はどれだけか、年齢構成が将来どう変わっていくか、生物個体

群の内的自然増加率も、生命表データから計算することができます。                          

短期間の毒性試験から推定される半数致死濃度などの急性毒性値から、回帰式を

使って内的自然増加率の減少分を推定します。リスクの相対的な大きさは、生態

危険度指数に比べ、はるかによりリスクの高い物質に集中する傾向があります。    

*「生命表」とは各年齢までの生存率とその齢における平均出産数を表の形にまとめたもので、

単純な形の表でありながら、ある年齢の人が平均あと何年生きるか（期待余命）など、いくつか
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の重要なことがわかります。生命表には、国民生命表と経験生命表に大きく 2つに大別される。

（WIKIPEDIA より） ①国民生命表とは、国民の人口統計をもとに作成される生命表。国勢調査

に基づく「完全生命表」が正確な人口統計に基づくものといえるが、完全生命表は 5 年ごとに

しか作成されないため、推計人口に基づく簡略計算をした「簡易生命表」が毎年作成されている。  

*厚生労働省で作成している生命表には、全国単位の「完全生命表」（基幹統計）、「簡易生命

表」（基幹統計）、都道府県・指定都市単位の「都道府県別生命表」及び市区町村単位の「市区

町村別生命表」がある。②経験生命表とは、全国民ではなく、一部の統計をもとに作成される生

命表。代表的なものとして、日本の民間生命保険会社の契約の死亡統計に基づいて作成される「生

保標準生命表」が挙げられる。 

2.4.3 個人・市民、地域および企業（組織）による環境リスク           

個人・市民、地域住民（商業活動者も含む）の個々人の日常生活や事業（組織）活

動に潜在、顕在している、人為活動（都市ごみや生活排水や生活ゴミ、ゴミの集中

焼却処分、埋め立て、投棄＜不燃ごみ、有害ゴミ等の廃棄物＞等からも発生）によ

って生じた環境の汚染や変化（環境負荷）が、人の健康や生態系に影響をおよぼす

可能性をいう。また、引き起こされた環境汚染によって経済的損失が発生したり経

済的補填を求められる可能性をリスクとして捉える見方もあります。      

環境リスクの要因としては、工場で大規模に発生するものだけではなく、日々のと

しの活動、商業活動や個人の生活の中で発生する大気汚染（大型の都市型焼却設備

も含む）、海洋汚染、土壌・地下水汚染(上水も)を通じて、身近な水・空気・食物に

影響を与える事も考えられます。（(社)環境リスク支援センター）         

昨今の、環境保全およびリサイクル活動は、産業でのリサイクルのみならず地域住

民レベルでの環境意識の高まりや省資源、省エネルギー対策と連動して、近年、国

内のみならず世界的な運動として各地・各国で盛り上がりを見せている。     

この取り組みは、資源開発、原材料の製造、運搬・輸送（輸入や輸出＜廃棄物の処

理のための輸出も含め）、製品製造、廃棄処分とその回収、処理（リサイクル、中間

処理、最終処分）と一連の動き（製品のライフサイクル）の中で注視されてきてい

る。日本では、各種のリサイクル法の制定と廃棄物処理に関するマニフェスト制度

により、廃棄物処理に関する管理制度によりかなり適切な対応が出来てきており、

また住民間でもかなりのリサイクルの意識が高まってきている。（環境教育の拡大は、

小中学生からすすめられ、またボランティアによるゴミの収集も進んでいる）   

ただし、地域住民の中で環境意識の行き過ぎによる対応では、例えばごみ焼却場の

建設反対、排水処理施設の設置反対、さらにはゴミ輸送のルートを巡っての反対等

住民（利害者）間の大きな対立や抗争という地域・特定市民によるエゴの問題にま

で発展することがしばしば見られるようになった。これらを解決するためには、環

境リスクに関するそれぞれのリスク間のトレードオフ状態とも言える。都市生活者

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%9F%E5%91%BD%E4%BF%9D%E9%99%BA%E4%BC%9A%E7%A4%BE
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としての適切な対応が重要となってきている。（住民間のリスクコミュニケーション

がより重要となってきている）また，都市以外の郊外や農・山・魚村・離島におい

ての環境についても、大きな問題が出ている。廃棄物の処分場の立地や廃棄物の不

法投棄（この点では、瀬戸内海の豊島における大規模な不法投棄の問題が生じ、こ

れ以外に都府県を跨った大規模な不法処理が見えている。これは地下水汚染や有害

化学物質の拡散といった問題を投げかけた。 

      2.4.3.2 企業の環境リスク                           

環境リスクを未然防止するために、アセスメント評価、日常点検を行うとともに、

緊急時に備えてのリスクマップの整備、定期的な連絡体制の見直しなどを行い、環

境管理専門部署の設置で対応している大企業、中堅企業はある。しかし量的に少な

いことにより環境対策をほとんどとっていない中堅、中小企業もあり、更に個人商

店・事業主においては手がつけられていない事実もある。大企業等では環境や安全

（作業や労働者安全）や品質を特に管理する部署が設置され、さらに対策の整備と

実施を行っているところもある。（内部監査や外部監査によりその遂行状況を監視・

管理してきている。もちろん行政においてもこれを行っているところは多い。一例

として、「環境リスク情報エスカレーション及び対応規程」を整備し、環境リスクに

対するガバナンスの強化を図る企業もある。                 

企業における環境リスクとは、企業自体、そのうち特にリスクが発生する事業所で

の事故、被害があり（事業所内で防止、収束出来る場合）、さらにまず地域社会（住

民）、顧客、株主、行政に対するリスクで考える。ここでは、製造事業者におけるリ

スクの把握（リスクの特定、アセスメント）そして対応としてのガバナンスの対応

が示されている。この他、実際には、企業活動全般に関してのリスク（企業の信用・

信頼、ひいては株価の下落や金融支援（融資、投資）の低下等に対するリスク）も

対応しなければならない。 

   

（NEC の環境リスクとガバナンス強化（HP より） 
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3. 情報リスクや技術リスクならびにサービスリスク                 

今日の大きな課題となってきているリスクとして、国内、国際間の境界または垣根を

越え、またハード（物理的な存在物）からソフト的なものについてのリスクが新たに

生じてきている。更に文明として新たな問題として科学技術の進歩・発展・展開にと

もなうビッグ技術＜複合技術＞＜先端技術＞（こ中には、部品点数が多く、ソフトウ

エアがふんだんに組み込まれている自動運転可能な自動車もこの範疇に入る）とスモ

ール技術（ここでは、生活に即した身近なモノ＜家庭電気・電子製品や個人が気軽に

操作・利用できる製品やその技術＞やソフト＜例えば通信デバイスやコンピュータに

関わるアプリケーション等）＞の技術が発達するのに伴い人間で管理、監督、制御が

し難くなる技術が増大し、それへのリスクが多くなってきている。         

ビッグ技術の例を挙げるとⅰ）巨大な情報ネットワークシステム、通信システム、情

報保管ストレージ（クラウドと呼ばれる世界に保管される、各種の膨大なデータ、情

報、プログラム、監視・セキュリティシステム、アプリケーションソフトウエア等）

また、ⅱ）巨大技術・先端技術、複合技術が応用されている原子力発電所、巨大化学

プラント、製鉄プラント、大型旅客機、宇宙ロケット・衛星・ステーション、各種防

衛・軍事施設、海上・海洋構造物・資源開発設備、巨大ダム、複合施設等の技術リス

ク、ⅲ）複合技術、先端技術として、自動運転自動車やバイオテクノロジ－利用技術・

製品、ナノテクノロジー利用技術・製品が内在しているリスクがある。       

③そしてサービスにおけるリスクとして、金融システム（FINTHCH と呼ばれる新し

い金融・情報システム等）に関するリスク、鉄道・航空・旅行、イベント等の巨大な

予約や発券システム（E-チケット等を含む）、運行システム等の社会を適切に運営する

社会システム・サービスに関するリスクが挙げられる。以下 3 点についてそれぞれ見

てみる。                              

3.1 情報のリスク                                

情報のリスクについては、国家・非国家（テロリスト集団等）、社会・経済システム、

企業・経営、個人のそれぞれの立場での情報（情報資産、情報フロー）・通信に関して、

外部からの侵入・攻撃並びに内部流出からの脅威、または事故そして故意の修正・改

造（情報テロ：ハッカー等）により発生するリスク、そしてなにより情報を収集した

組織団体（企業、行政、医療・大学教育機関、その他諸機関）からの意図せざる流出

（管理の不十分・不適切措置による）による個人情報が悪用されるリスクである。 

3．1．1 特に国家・行政のリスク                        

国家・行政が収集した各種の情報（納税、社会保険、個人情報＜運転免許証、パス

ポート、その他身分証明用情報＞、健康個人情報、行政内機密情報等）がある。   
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また企業や事業者・団体が収集した情報（特に消費・購買・マーケティング＜購買履歴

情報《ネット通販の利用情報も含む》、オークション情報、交通機関利用履歴、消費者

金融の利用情報＞を目的とした情報）、に関して個人・市民側からのチェック（不当な

情報の収集や誤った情報の掲載に対する訂正・削除がなされないこと《古い情報のま

ま変更・修正がなされず、不当に第三者に利用されてしまう》等を含む）に関し個人・

市民からの閲覧と訂正要求できることがより重要となっている。    ただし、現

在広く議論されている、行政情報の開示の請求と個人の情報保護（特に、高齢者・独

居か田舎住まいか、不動産情報＜不動産の所有、位置、状況＞、納税者リスト、その

他等の部分での個人情報）の観点との整合性やベネフィットとリスクのバランスを如

何に取るか、より知的な協議が必要となる。悪意の個人による情報の悪用を防ぐこと

もより重要となる。                      

3．1．2 個人（消費者、利用者等）について                    

個人では、防御の最低限（個人のセキュリティ対策、金融カード管理）は出来ても、

高度な技術を駆使した相手（悪意の事業者、侵害者、詐欺集団）に対しては、無力

である。このため IPA を始めとする国家および第三者の中立機関による監視と防御

策並びに個人向けへの注意喚起と周知徹底がより重要となっている。インターネッ

トを介したリスクの配布は個人ではなくグローバルな対応が迫られている。特に金

融に関する情報セキュリティ、個人情報保護における企業や政府の対応はより重要

かつ緊急対応をする必要がある項目である。 

3．1．2．1 ネット利用上のリスク                        

近年、さらに大きな問題となっているのは、アプリケーションを利用してのスマ

ホ、PC からの青少年、児童によるネット上の各種のサービス利用（ゲーム等）に

おいて、情報が流出・流用することのみならず、サイト利用おいて、何ら制限や

注意書きがなく、自動的に課金され、取り消しが不可能なサービスが横行し、こ

れへのリスク対策及び被害の対応が大きな問題となっている。（子供が、勝手にゲ

ームサイトにアクセスし、多大な利用料を請求される。＜親が監視できない＞、

更に有害サイト（武器・爆薬、薬物、危険ドラッグ、過激な映画＜犯罪、その他

＞、ポルノサイト、人材サイト＜犯罪・テロ手助け、出会い系サイト、その他＞

等）にアクセスし犯罪行為に巻き込まれたり、多大な請求をされる事態が発生し、

これに対する防犯や禁止、またアクセスし難い、または出来ない措置を行ってい

るか等が重要となる。    この点で情報に関わるアクセスや取り扱いについ

て注意・警告が今一度なされる必要がある。                 

更に金融として、カードからの情報の窃盗により、銀行から預金が不正に引き出

される等の個人にとっての大きな情報管理、セキュリティリスクがましてい

る。・・・カード社会の落とし穴について、もっとしっかりした啓蒙・教育・管理・
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自己責任の確立がより重要となってきている。（小・中学生からの教育が重要であ

る。） 

   3．1．3 企業および事業者の情報リスク対応                   

近年、企業においてはビジネスリスクの一つとして、情報資産、情報インフラへの

侵害の脅威と対策についてかなり対応は取られつつあるが、情報・通信技術の日進

月歩の世界にあって、やはり万全策はないのが現状である。            

特に情報管理の甘さから多量に個人情報が流出した事件として、2015 年の日本年金

機構により不正アクセスを受け個人データが大量（125 万件）に流出し、しばらく対

策が放置された事件、2014 年 BENESSE（進研ゼミ）による塾および通信の大量の

個人情報流出（3,504 万件）は驚くものである。金融では、クレジットカード等から

銀行カードの口座番号やパスワード等の情報が盗難（ストリーミング）さて、同時

に銀行から預金が引き落とされる事件（2016 年 5 月 22 日新聞報道）等が発生して

いる。企業における情報管理とセキュリティ対策は、ますます喫緊の対策と対応を

要する問題となり、企業毎に異なるが大きなリスクがあると言える。 

3．1．４ 国家（テロシスト集団含む）として情報リスク管理           

情報保護や知的財産保護について取締は規制が緩るく、または全く対応できない国

（対応しない国、むしろ積極的に情報侵害・侵入しようとする国）が、ありこれら

の国からの侵害や、更に国家ぐるみでのハッキング（国際問題として、「米国と中国」、

そして北朝鮮による侵害等）が取り沙汰されるがその解決法がまだ見当たらない。

また、国家による侵害でなく、国際的な情報テロリスト対策（IS 対応等）は、世界

共通の課題として近年大きくクローズアップされてきている。更に知的財産（ブラ

ンドの悪用も含め）の侵害において、情報流失や悪用（各国の公開特許で盗用し、

特定国で勝手に登録してしまう（中国での Apple 社の特許の登録や不正使用問題等

外交問題にも発展）等の問題も発生している）による経済かく乱も生じてきている。 

   最近の国際的情報流出として、2013 年元 CIA 元職員（E.スノーデン氏）による情報

の漏洩事件、2016 年のパナマ文書の公開事件等により被害およびリスクは、国政政

治（セキュリティ等）、国際経済・多国間租税問題(2016 年 5 月 26 日からの G7 サミ

ットの議題の一つ)に発展している。               

3.2 技術のリスク                               

技術の高度化・巨大化と進歩により引き起こされる技術リスク （ICT のリスクも情

報リスくのハード、技術面として重要な項目である。）は、我々消費者・生活者・市民
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にとってもより身近に存在するリスクと言える。高度、巨大技術の一つとして、原子

力・核に関する技術がまず取り上げあられる。1985 年に起きたチェルノブイリ原発事

故やポバール（インド）化学プラント事故（化学薬品の大量放出）、ハリーバーグ（ス

リーマイル島原発事故）等、ニューヨークの大停電事故等、巨大システムや巨大技術

（多数の技術の組み合わせ、集積による技術の塊であり関連性が一部ブラックボック

ス化している）による破局的な事件（事故）および微細技術の組み合わせとしての大

型航空機事故（最近もマレーシア航空機がインド洋に墜落したらしい事故（2014 年））

等がある。            これらについて、技術の巨大化は必然的にリス

クが増大するという関係の中でリスクをどのように推定し対処するかが重要となって

きている。さらに現在では複合技術（例えば自動運転の自動車＜AI 技術、個別運転支

援技術（ソフト技術）とバッテリ、モータ・エンジン、運転制御機器（ハード技術）

の複合＞や先端技術であるバイオテクノロジー利用による生命、医療、食料に関する

技術、そしてナノテクノロジーに由来する先端技術に因るリスクが大きくなってきて

いる。これらに関しては、国際間でのリスク対応も必要となる。（未知の部分も多く、

実証にあたっても多国間での協調が必要となる。）                 

 

3.2.1 原子力発電所関連でのリスク                      

原子力発電所のリスクは大きく 2 つにある。発電設備（設計・建設と運転中）そのも

のに起因するリスク＜東日本大震災と取れからの津波被害そして発電所の全電源喪失

といった一連の事故も発電所の設備の問題と言える＞と廃棄物核燃料の処理や保管場

所（中間貯蔵と最終貯蔵の保管場所並びに発電所と保管場所との輸送、再処理物質の

海上輸送も含れる）に関する問題である。昨今はテロリストといった社会的リスクも

高まっている。                          特に、今回

の大きな問題は、事故は複合的な要素から生じることと、想定外の要素がある場合、

それがトリガーとなることである。ここでは、技術的な論議は別にして見るとして、

社会的な判断や対応について２、３触れることする。         3 大原発事

故の特徴を簡単に見てみる。（資源エネルギー庁平成 24 年 1 月資料等より作成）（筆

者推定含む）その他資料・記事等より作成） 

原発名（国） ハリーバーグ

（TML）（スリ

ーマイル島）（米

国）2 号機 

チェルノブイリ

（当時ソ連）4 号機 

福島第一（日本）   

1 号機、2 号機、3 号

機、4 号機 

発生年 1979 年 3 月 28

日 

1985 年 4 月 26 日 2011 年 3 月 11 日 

事故レベル

（INES） 

レベル５ レベル７ レベル 7 
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炉心損傷割合 45％ ほぼ 100％ 1 号機 100％2 号機

97％以上、3 号機 97％

以上 

環境中へ放出さ

れた放射性物質 

希ガス

9.25×10×16Bq 

ヨウ素

5.55×10×11Bq 

5.2×10×18Bq（放

射性物質の外部放

出量は福島の約 10

倍） 

保安院概算 7.7×10×

17Bq 原子力安全委

員会発表値 6.3×10×

17Bq[ヨウ素 131とセ

シウム 137] 

基本の安全性の周

知（地域住民へ） 

あり（100％安心

はないと） 

なし あり、       

（ただし安全神話） 

地域における危険

性の感度 

◎ 認識有り ？＞○（多少認識有

り） 

○（多少認識有り） 

災害復旧隊への情

報 

特殊防護道具に

て対応 現場へ

の情報あり 

なし、特殊防護道具

なしで対応 

特殊防護道具にて対応 

ただし不足    現

場への情報あり 

地域への技術教

育・説明 

教育・見学施設

あり 

 ？ あり ただし、メリッ

トのみ教育・見学施設

あり 

住民の意見  ？ ？ 地域振興と反対（少数） 

近隣諸国の反応  ？（他の州の

反応・反発） 

ヨーロッパは緊張

⇒後の自然エネル

ギー運動へ 

日本品（福島製品）に

不買・禁止 

技術面 自国技術 自国技術 輸入技術（GE） 

 PWR[95.9 万

kW] 

[黒鉛減速軽水冷却

チャンネル型

炉][100 万 kW] 

1号BWR[46.0万kW]2

号 BWR[78.4 万 kW]3

号 BWR[78.4 万 kW]4

号[78.4 万 kW] 

 アメリカ（竜巻

を考慮）       

（電源を複数、

異なる場所に設

定） 

ロシア：黒鉛型 

 ？ 

アメリカ依存（設計に

一切変更なし）、      

日本の特殊事情を考慮

せず：台風、地震をあ

まり考慮せず。電源を

海側に、一列に整然と

まとめて設置） 

特殊要件  ？ 試験・実験中  計

画の不備及び違反

なし 
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実験 

反応炉：運転  手動停止、 停止不能・暴走 自動停止 

電源 （冷却） 機器の故障（冷

却水ポンプの停

止や誤操作：冷

却水喪失 

反応度事故、運転員

の規律違反〈不十分

な制御棒挿入速度、 

全交流電源喪失：冷却

機能停止⇒制御不能 

海への放出ポンプ停止

（高温冷却水の排水が

できない） 

冷却材/減速材 水（河川）/水 水/黒鉛 水/水  

水素爆発 格納容器内で発

生した可能性 

原子炉内（水蒸気爆

発、水素爆発、黒鉛

火災） 

原子炉建屋内で発生 

天変地異 なし なし 地震、津波 

天候  ？ 翌日、ベラルーシに

降雨 

風向きが多くは太平洋

上へ（天候はその後１

－２日変化、風向きも

変化） 

避難範囲 避難 8km、屋内

退避 16km 知事

による勧告 

30km（住民   

約 135,000 人） 

避難 20km 総理指示：

屋内退避 30km⇒計画

避難：一部地域（総理

指示） 

事前避難訓練・避

難プログラム 

あり なし？ あり（あっても実施せ

ず） 

避難 

放射線による人的

医学的・人体被害 

直ちに、避難 

なし 

ウクライナ：あり 

ベラルーシ：一部な

し⇒ベラルーシの

子供に甲状腺ガン

多発 

半日遅れで、退去・避

難（逐次避難）いまの

ところ今のところなし 

その他 ？ ？ 保管使用済み燃料棒が

破損 

    (2016.5.20：松田作成) 

日本は、これ以外に高速増殖炉「もんじゅ」の再稼働等の問題と六ヶ所村の核燃料再

処理工場稼働の問題が横たわっている。また建設後 40 年を超えた古い原子炉の廃炉

の問題もある。（実は大学が保有している実験炉・設備の廃棄の問題もある） 

3.2.2 化学プラントのリスク                         
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化学プラントのリスクは大きく火災（爆発）と毒物・有毒ガス等の流出、放散リス

クがあるその結果としての事故がある。ただし、日本の化学工場の多くは、４大重

化学工業地帯および新産業都市（コンビナートを形成）に立地し、皆海岸線や結果

として主要鉄道の近くに立地している。                    

事故例では、わが国では、2007 年三菱化学鹿島工場でのエチレンプラントの爆発事

故、2011 年 11 月の東ソー南陽事業所の爆発事故、2012 年 4 月三井化学岩国での爆

発事故、同 9 月日本触媒姫路製造所の爆発事故とあいついで発生した。地震関連で

2011 年の千葉コスモ石油千葉、三菱化学鹿島の火災事故、がある。それ以降では大

規模な爆発等は起こっていない。                      

なぜ化学プラントの事故が増えているのか、その原因は様々だが以下の 4点が考え

られる。（NKSJ リスクマネジメントの鈴木拓人主任コンサルタント）        

①熟練技術者の大量退職による技術伝承の不足 

②設備管理、保全業務のアウトソーシング化 

③生産ラインの省力化やシステム化の進展 

④設備の経年劣化による老朽化、メンテナンスコストの削減 

このうち、技術の観点から見ると①と③の要因が技術要因と言える。これは人材教

育・育成とシステム化のメリットとデメリットをしっかりは判断する必要性が高ま

っていると言える。                            

世界の化学プラントの巨大事故では、ⅰ）インドのポバール市での事故（1984 年 12

月インド・ポバール市でユニオンカーバイド社の殺虫成分（MIC:イソシアン酸メチル）製造のタ

ンクが爆発し、工場の近隣市街がスラムという人口密集地域であったことに加え、事件当夜の大気

に逆転層が生じて有毒ガスは拡散せず滞留したため、夜明けまでに 2000 人以上が死亡し、15 万か

ら30万人が被害を受けた。その後、数か月で新たに1500人以上が死亡するなど被害は拡大し続け、

最終的にはさまざまな要因で 1 万 5000 人 - 2 万 5000 人が死亡したとされる事故が起きた。）や、

ⅱ）2015 年中国福建省漳州市の古雷港経済開発区にあるパラキシレン（ＰＸ）工場で

額発事故が発生している。                          

これ以外の巨大技術に絡むリスクと事故についてはⅰ）交通（鉄道、航空機、船舶

による事故およびⅱ）社会インフラ（高速道路、橋梁、ダム、トンネル、商業・文

化・スポーツ施設等）の事故であり、先進国では維持管理の不備・メンテナンスに

関する（技術者の不足、退職等）理由が多く、途上国では、建設中の不適切な施工

によるものが多い。                            

これらを利用しまたは施設近隣に住む消費者・市民にとってリスクをどの程度許容

するかは難しい問題である。やはり適切な検査と、補修に費用（コスト）を支払わ

なければならないことを理解すべきと考えるべきである。中国の新幹線衝突事故は

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%83%A9%E3%83%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%80%86%E8%BB%A2%E5%B1%A4
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記憶に新しいと言える。                          

船舶の事故では2014年の韓国で起きたセウォル号事故や同年中国揚子江での観光船

の転覆事故がある。乗り物でのリスクは少ないがリスクはやはりあるが、ベネフィ

ットの方が圧倒的に高いため、起きた事故は受け止めるしかない。       

（なお、現在ではエレベーター＜マンション等のシンドラーエレベーター事故＞、

エスカレーターによる事故も増加傾向にあるが人身事故につながることは希であ

る。）                                   

ちなみに、交通/鉄道事故について、アメリカの国家運輸安全委員会 (NTSB) の行っ

た調査によると、航空機に乗って死亡事故に遭遇する確率は 0.0009%であるという。

アメリカ国内の航空会社だけを対象とした調査ではさらに低く 0.000034%となる。ア

メリカ国内において自動車に乗って死亡事故に遭遇する確率は 0.03%なので、その

33 分の 1以下の確率ということになる、とのこと。（NTSB） 

航空事故のおよそ 8割は、機が離陸・上昇を行う際と進入・着陸を行う際の短い時

間帯に起こっている。このなかでも離陸後の 3 分間と着陸前の 8分間の「クリティ

カル・イレブン・ミニッツ （魔の 11 分）」と呼ばれる時間帯に事故は集中してい

る。巡航中に発生する事故も少なくはない。 事故原因の大半は人為的なミス（操縦

ミス、判断ミス、故意の操作ミス、定められた手順の不履行、正しくない地理情報

に基づいた飛行、飲酒等の過失など）そしてパイロットの健康状況によるもののあ

る。（ヨーロッパ・ルフトハンザ航空によるフランス山頂激突事故）（日本での逆

噴射による事故も）、または機械的故障（構造的欠陥、不良製造、不良整備、老朽

化など）に端を発するものとなっている。なお、最近は数は少ないもののテロによ

る事故が発生している。（planecrashinfo.com が 1950年から 2004年までに起った民間航空事

故 2147件をもとに作った統計
[2]
による）  

巨大技術に伴うリスクは、技術の集積度とベテラン熟練運転員の減少（退職等）新た

な人材育成が追いついていない状況も垣間見れる。更にメンテナンスコスト（検査の

費用、時間等）の増大に対応できていない。今後 AI やロボット、ドローン等での省

力化での監視・検査の充実が必要となろう。このため、リスクの大きさは、年々増大

傾向と言える。 

3.3 サービスのリスク                             

上記技術の高度化、巨大化としての技術リスク（ICT のリスクを含む）の範疇にもは

いるが、個人・市民が受ける各種のサービスにおいて利便性（ベネフィット）の向上

とともにリスクもますます増大している。この点での認識とベネフィット・リスクの

評価が各個人としてまだ十分できていないためつまりリスク評価をする体制になって

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%83%AA%E3%82%AB%E5%90%88%E8%A1%86%E5%9B%BD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E5%AE%B6%E9%81%8B%E8%BC%B8%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%A7%94%E5%93%A1%E4%BC%9A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E7%90%86%E6%83%85%E5%A0%B1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E7%90%86%E6%83%85%E5%A0%B1
https://ja.wikipedia.org/wiki/1950%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/2004%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%88%AA%E7%A9%BA%E4%BA%8B%E6%95%85#cite_note-2
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いなため起こる過度のリスク評価や過度の楽観や無視する態度が大きな課題となって

きている。（金融リスク、社会システムのオペレーションリスク、   及びその他の

リスク＜ⅰ）行政サービスのリスク（各種行政サービス）、ⅱ）スポーツ・レジャー、

健康・福祉サービスに関するリスク、ⅲ）教育サービス（初等・中等教育、高等教育

及び各種の予備校・補助教育等）に関するリスク*以上のその他のリスクは今回特には取り

上げていない。＞                                

ここでは、金融システムに関するリスクと鉄道・航空・旅行・イベントの予約・発券・

運行におけるシステムのリスクについて考察してみる。現代社会は、全て情報ネット

ワークに依存してサービス業務がなされて来ている。（昔は、電話、FAX,手紙そして

直接訪問・出向いて確認する等）特に、サービスの決済を銀行引き落としやクレジッ

トでの決済となるに伴い、このシステムの重要性は増している。 

① 金融システム（FINTHCHと呼ばれる新しい金融・情報システムも含む）に関するリス

ク：ⅰ）金融機関が認識し対策を立てるリスクとⅱ）政府・金融規制当局等（金融

庁、日銀、証券取引所等）が認識し対応するリスクそしてⅲ）企業が想定する金融

リスク、ⅳ）消費者・市民が認識する金融リスクの大きく4つに分かれる。     

 

通常、ⅰ）とⅱ）のリスクに関して、金融リスクという。特に金融ビジネスが抱えるリ

スクは以下、信用リスク：市場リスク：流動性リスク：決済リスク、：ペレーショ

ンリスク：法的リスク：その他金融リスクの7つに大別できる。 

 

*信用リスク：金融取引の相手咲屋保有する金融商品の発行体のデフォルト、もしくは信用力の変

化により発生するリスク、 

市場リスク：金利、有価証券当の価格、外国為替相場、株価などの市場で取引される商品の価格

や相場が変動することにより、金融商品や金融取引に発生するもの、 

流動性リスク：市場流動性リスクと資金調達リスクからなり、保有金融商品の反対売買や取引残

高がある金融取引の精算を、普段よりも不利な条件でのみ可能、または普段の条件では困難とな

る場合のリスク。また金融商品保有や金融取引残高維持のため資金調達が、普段より不利な条件

でのみ可能、または普段の条件では困難にあるリスク、 

決済リスク：有価証券売買取引や外国為替取引の決済で、取引先のデフォルトや事務処理等によ

り、約定通り決済が実行されなくなるリスク 

オペレーショナルリスク：金融取引での資金決済、証券受け渡し、担保保管等におけるミスや不

正といった事務リスクと「事務処理システムの不備や災害に対応できないシステムであったり、

不正運用を可能とすることから発生する事務システム・リスクを言う。このうちオペレーション

リスクとしてのシステムリスク*がある。 

法的リスク：金融取引で不備な契約や法律解釈問題、取引相手先の法的行為能力妥当性といった
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法的な要因から発生する、不十分または不適切な契約内容により、契約が実行できないことから

生じる経済的リスク 

その他リスク：損害賠償リスクあるいは損害賠償請求により損失が発生するリスク、情報管理リ

スク（セキュリティリスク）は、事故や犯罪により機密漏洩、虚偽情報、情報の隠蔽、喪失が発

生することによるリスクこの他風評リスク（金融機関の行動が評判を落とし、業務に支障が起こ

り金融機関の存続に致命的な悪影響を及ぼすリスク等を言う。更にある金融機関の破綻やデフォ

ルトの影響が他の金融機関や国全体、そして外国にまで及び、内外金融システムの危機に陥らせ

るリスクをいう。 

 

またⅲ）の個別企業・組織・団体（労働組合や健康保険組合、大学・医療機関等それ

なりに多額の資産を保有し、その運用を任されている機関も含む）のリスクは、変わ

って運用したり、指導したりする金融ビジネスのリスクと同じレベルで、場合により

その逆のリスクが発生する。 

 

*システムリスクとは、「コンピュータシステムのダウン又は誤動作等、システムの不備等に伴い顧

客や金融商品取引業者が損失を被るリスクやコンピュータが不正に使用されることにより顧客や

金融商品取引業者が損失を被るリスク」情報セキュリティも含むまた・リスクが顕在化した場合の

対応態勢も含む。 「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針」による（平成23年2月17日日

本証券業協会 システムリスク管理講座 『システムリスク管理態勢について～検査官の視点で～』

の資料より） 

 

ⅳ）消費者・市民が認識する金融リスク 

現代社会は、信用（Credit）社会とも言われ、誰でもが金融カードそして消費者金

融のお世話になる人もかなりいる。また多くの人は決済手段として現金からむしろ

高額商品・サービスの購入にあたては金融カードに連動した商品・サービスのクレ

ジットカードを利用して社会を生きている。この中で消費者にとっての金融リスク

も多く発生する。もちろん多重債務により債務振り子としての自己破産に陥るケー

スもある。これが場合により、闇金融と言われるに認可金融機関以外からの借り入

れは、犯罪とも関わってくる。また個人の金融資産の運用に関わるリスク（いわゆ

る金融リスク商品） 

なお金融に関しては、資産保有額が比較的多い層と少ない層では金融リスクに関す

る知識と考え、行動が大きく異なることも事実である。最近の状況として、日銀の

マイナス金利制作が個人の消費及び金融生活にどのように影響するかもリスクであ

る。更に、年金生活者にとって年金額（支給率）の変動や各種保険の料率や健康保

険や医薬の価格の変動も大きなリスクと言える。いずれも国家の社会福祉サービス

の変動リスクとして捉える必要がある。 
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② 社会システム・サービスに関するオペレーションのリスク 

鉄道・航空・旅行、イベントチケット（含むオークション）（出展、販売、買取）等

での巨大な予約や発券システム（E-チケット等を含む）、等の社会を適切に運営する

社会システム・サービスに関するオペレーションのリスクが挙げられる。 

 

③ その他のサービスのリスク 

その他のサービスリスクとしては、大きく 3 点があげられる。ⅰ）行政サービスのリ

スク（各種行政サービス）、ⅱ）スポーツ・レジャー、健康・福祉サービス、ⅲ）教

育サービス（初等・中等教育、中等教育、高等教育）がある。 

これらは直接的な個人へのリスクは少ないものの、質を保つことが重要であり、サー

ビスと対価の関係でリスクに変じることが大きい。行政サービスにおいては、今まで

述べてきた、危険物質、食品、医療、環境、情報、の分野とも全て関わりがある問題

である。更に健康福祉制度（年齢・世代ごとにリスク対象と対応は異なる）、教育制

度（社会に有用な人材を供給するのにふさわしい制度と体制が出来ているか）も一歩

誤れば、世代・年代を超えた問題に発展するリスクを抱えていると言える。 

今回は、特にこの 3 つの分野のリスクについては特別には取り上げて考察は行わな

いが、これらのサービスについてもリスクを認識し、その対応を取ることが社会・

地域、国家として重要な点を再確認して欲しい点である。 

４．リスクコミュニケーション 

4．1 リスクコミュニケーションとは 

リスクコミュニケーション (Risk Communication) とは、社会を取り巻くリスクに関

する正確な情報を、行政、専門家、企業、市民などのステークホルダーである関係主

体間で共有し、相互に意思疎通を図ることをいい、リスクコミュニケーションが必要

とされる場面とは、消費者や利用者と製造元や提供者（販売者）との関係で必要な情

報を授受する関係者間の意思疎通が必要な状況で化学物質や食品、そして医薬・医療

に関する異変や異常事態の発生のみならず平常状態においても生活者の理解や納得が

得られるような状況を言う。主に災害や環境問題、原子力施設に対する住民理解の醸

成などといった、一定のリスクが伴いなおかつ関係者間での意識共有が必要とされる

問題につき、安全対策に対する認識や協力関係の共有を図ることが必要とされる場合

である。例えば、化学物質の取り扱いについて、新たなリスクが生じようとしている

ときや、食品並びに医薬品等に関してその摂取に関して問題が生じようとしていると

き、環境の異変並びに予兆がある（まだ初期段階ではあるが、危険な状況が発生した

場合等の時期）において社会として危機管理を喚起するときに行うことがある。わが

国では、化学物質では、環境省や経済産業省、医薬品や食品等では厚生労働省、また

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%82%AF
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%BC%E3%82%AF%E3%83%9B%E3%83%AB%E3%83%80%E3%83%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%81%BD%E5%AE%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%92%B0%E5%A2%83%E5%95%8F%E9%A1%8C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9F%E5%AD%90%E5%8A%9B
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消費者庁や文部科学省等が相変わらずの縦割行政の中で、行政と消費者・市民の間で

のコミュニケーションの不足や不適切なコミュニケーションがまま行われ、問題を生

じているケースがある。同様に食品や医薬についても同様である。コミュニケーショ

ンの一つとして、マスメディアを仲介する場合では、必ずしも正確な情報伝達が行な

われないケースも見られる。 

（一方の情報に偏りすぎた、そして科学的な検証がなされないままの伝達、コミュニ

ケーションがなされていることもしばしばある。＜化学物質や食品、医薬品に関する

誤った報道等＞）狭山茶、O-157 等々消費者、生活者、市民は、行政やマスコミまたは

特定の専門家の情報を鵜呑みにせず、より複数の専門家の情報を入手し、現状理解と

適切な対応について自分なりに対応する態勢を持っておく必要がある。なお、現代社

会に広まっているニューメディア（インターネットから入手できる情報、SNS 等での情

報）からのについても同様に自身での精査、整理、理解を深める必要がある。また、

災害であれば発生が危惧される自然災害・事故・テロや有事などにより、発生する NBC

災害などのような場面では、往々にして行政の危機管理能力を超える事態が発生し、

市民の理解や協力なくして事態の収拾が困難である場合、避難や救助、近隣住民の安

否確認など、市民の協力を得ることで被害の最小化につながるような場合というもの

が考えられる。阪神・淡路大震災や 2016 年４月 14 からの一連の熊本・大分地震にお

いて明らかになったように、近年の災害では市町村レベルにおける行政の危機管理能

力には一定の限界があり、市民自身の自助能力の必要性が不可欠である。そこで、地

域及び地域の安全において不可欠な行政、専門家、企業、市民の役割を明らかにし、

そのための意識共有や強力関係づくりの方策として、各主体がともに危機について意

見や情報を交換し、共有し合うリスクコミュニケーションが不可欠となってくる。

（WIKIPEDIA） 

５．まとめ 

消費者、生活者、市民が自らリスクを正確に評価することが難しい分野として、第一項

の６項目（化学物質、食品、水質、医薬品・医療、放射線、環境）、や第二項として３

項目（情報や技術そしてサービス）をそれぞれ上げて、考察してみた。この対応につ

いては、個人で対応する部分もあるが、多くは社会として対応する必要が有り、まさ

に社会のステークホルダー（消費者、行政、企業、検査・評価期間、マスメディア、

アカデミー＜大学、研究機関＞、社会の活動者＜NPO,NGO,その他＞、市民団体等）

が十分な情報と技術を含む評価能力を備えることが重要である。このための助けとし

て、行政（政府：規制当局、管理機関）およびその関連組織、そしてなにより製品を

製造する企業、産業団体の態度が重要となる。  このためには、諸外国のこれらの

分野に関する情報を収集し、分析し、一般に公開するよう社会が成熟する必要がある。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E7%84%B6%E7%81%BD%E5%AE%B3
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%8B%E6%95%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%86%E3%83%AD
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 リスクの存在の感知、把握、リスクの性質（大きさ、頻度）の確認・認知、リスク

の対策（技術的、経済的、社会的の三面的な評価と実行できる対策）を考える、上

記のことが確認できる情報を誰が、どこからそしてその評価はどうやって確認する

のかが重要となる。 

 リスクは単独で認知される場合もあるが、現代の複雑社会では、諸々の複数のリス

クが複合したり、または 2 つ以上のリスクの間でトレードオフの関係にあるものが

多くなってきている。このため種類の異なるリスク間を相対的に比較する技術と認

識がより重要となる。ことに化学物質や食品そして環境に関するリスクについては、

絶対（0 か全てか）でなく、いろいろな状況に応じて（年齢、性別、体質、体調、長

期・短期、緊急・突発か永続的か）に応じて対応することが必要となる。又、日本

のように海で隔離できている国は珍しく、陸地で他国と接し、または河川で接して

いる国々および食料/水資源を他国に依存する比率の高い国等にとっては、一国で対

応するものではなくなってきている。           グローバル化は、制

度・規制等での共同歩調を取らなくてはいけない時代でもある。この魁として、EU

の統一基準や各種の規制があり、世界基準を大幅に逸脱した対応のついても再考の

時期に来ていると言える。（BSE 対応等） 

 巨大技術に対するリスクについては、消費者・生活者・市民の素人判断は、偏った

認識や対応となりがちである。この意味で我が国の専門家のみならず広く諸外国の

専門知識や情報を有する人・組織の情報と協力を得ていく必要性が高まっている。 

我々消費者、生活者、市民は、行政やマスメディアまたは特定の専門家の情報を 

鵜呑みにせず、より複数の専門家の情報を入手し、現状理解と適切な対応につい 

て自分なりに対応する姿勢・態勢を持っておく必要がある。       

なお、現代社会に広まっているニューメディア（インターネットから入手できる 

情報、SNS等での情報）からの情報についても同様に、自身と信頼できる協力者と 

共同での精査、整理、理解を深める必要がある。 

 

今やリスクをはじめとする情報の大洪水、大爆発の中で、より良い情報を集積、精査

し、信頼される発信元となることが重要となっている。医療の世界ではないがセカン

ド、サードオピニオンを探していく不断の努力が消費者・生活者・市民にも求められ

ていると言える。 

 

この意味で、リスク分野でもリスク・リテラシーを高める教育（従来の学校教育だけ

でなく、社会での教育、生涯教育等）が求められていると言える。 
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なお、冒頭でも述べた通り、品質・製品に関するリスク（製造物責任の範囲）につい

ては、企業・産業が対応すべき問題として、本論では取り上げなかった。 

また、第 2篇のサービスのリスクのうち（金融リスク、社会システムのオペレーショ

ンリスク、以外のその他のリスク＜ⅰ）行政サービスのリスク（各種行政サービス）、

ⅱ）スポーツ・レジャー、健康・福祉サービスに関するリスク、ⅲ）教育サービス（初

等・中等教育、高等教育及び各種の予備校・補助教育等）に関するリスクについては、

ある意味では大きな社会的リスクが存在し、定量的な、技術的な対応のみならず倫理

的・哲学的な観点からの考察が必要な分野と言えるため今後の課題として残しておく。 

特に、行政リスクは、民主主義のあり方を問われ、又、教育はコスト・ベネフィット

分析以上に、文化論・国家論にまで発展しそうな大きな問題でもある。 

この点で、スポーツ・レジャー、健康・福祉サービス並びに芸術・表現のリスクにつ

いては、改めてリスクの観点から取り上げる対象としてふさわしいかもしれない。 

以上   
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